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住生活基本計画の概要と見直しの必要性 

１ 住宅政策の枠組み  

 戦後の絶対的な住宅不足を背景に昭和４１年に制定された「住宅建設計画法」に基づき，５年毎

の計画「住宅建設五箇年計画」を定め，戦後や高度成長期の住宅不足に対する量的な供給目標が達

成されてきました。一方，少子高齢化が急速に進展することや人口・世帯減少社会の到来を踏ま

え，住宅の「量の確保」から「質の向上」への転換や，市場及びストック重視への転換を図るた

め，平成１８年に「住生活基本法」が制定（住宅建設基本法は廃止）されました。 

国は「住生活基本法」に基づき「住生活基本計画（全国計画）」を定め，県では全国計画に即し

「宮城県住生活基本計画」を定め，計画期間のおおむね１０年間における住生活の安定確保及び向

上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に進めています。 

 

図１ 住宅建設五箇年計画から住生活基本計画への変遷 
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２ 計画の位置づけ  

本計画は，住生活基本計画（全国計画）や本県の総合計画「（仮称）新・宮城の将来ビジョン」

などを踏まえ，住生活基本法第１７条に基づく都道府県計画として宮城県が定める計画であり，今

後更に策定が期待される市町住生活基本計画の指針としての役割を担うものです。 

 

図２ 宮城県住生活基本計画の位置づけ 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

 

 

３ 見直しの必要性  

  平成２９年３月に改定した宮城県県住生活基本計画（以下「県計画」という。）から約４年が経

過し，今後の急速な人口減少・高齢社会の進展や，空き家等の増加などの社会情勢の変化や課題に

対応する住宅施策の必要性がより強くなってきています。 

住生活基本法において県計画が即することとされている「住生活基本計画（全国計画）」が令和

３年３月に見直される予定となっているほか，県計画において，おおむね５年毎に計画の見直しを

行うこととしており，東日本大震災からの復興状況，居住者，ストック，産業・新技術，まちづく

りからの視点やこれまでの施策効果に関する評価を踏まえて，現計画を見直す必要があります。 

 

４ 見直し体制  

図３ 見直し体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

【住宅施策懇話会】 

 宮城県住生活基本計画の見直し案を作成するにあたり，広く有識者から意見をいただくことを目

的に，見直しの視点に対応した８名の委員により構成します。 

有識者 

（住宅施策懇話会） 

各種会議 

（居住支援協議会等） 

意見 

パブコメ 意見 

県 民 

住生活総合調査 

（住宅に関する意識調査）  

国（国土交通省） ワーキング 

庁内関係各課 

住宅課 

県 

意見 

協議 

同意 

意見照会 

協議 

意見 

意見 調査結果の分析・反映 

分析・反映 

市町村 
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５ 見直しスケジュール  

令和 

２年度 

１０月 
第１回住宅施策懇話会（改定趣旨，現計画，現状分析，課題と基本方

針） 

１月 第２回住宅施策懇話会（骨子案） 

３月 骨子案 

令和 

３年度 

６月 国土交通省との事前協議（公営住宅の供給目標量） 

７月 庁内関係課へ意見照会，市町村との事前協議 

８月 
第３回住宅施策懇話会（パブリックコメント案） 

パブリックコメント 

１０月 第４回住宅施策懇話会（最終案） 

１１月 
市町村との法定協議 

国土交通省との法定協議 

１２月 改定・公表 
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６ 住生活基本法と住生活基本計画  

 

（１）住生活基本法の概要 

住生活基本法（以下「法」という。）は，本格的な少子高齢化，人口・世帯減少社会の到来を目

前に控え，現在及び将来の国民の「豊かな住生活」を実現するため，住生活の安定の確保及び向上

の促進に関する施策について，その基本理念，国及び地方公共団体等の責務，住生活基本計画の策

定，その他の基本となる事項について定めるため制定され，平成 18 年６月８日公布・施行されま

した。 

 

【目的】（法第１条） 

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について，基本理念を定め，並びに国及び地

方公共団体並びに住宅関連事業者の責務を明らかにするとともに，基本理念の実現を図るため

の基本的施策，住生活基本計画，その他の基本となる事項を定めることにより，住生活の安定の

確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し，もって国民生活の安定向上と

社会福祉の増進を図るとともに，国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

 

【基本理念】（法第３条～第６条） 

・現在及び将来における国民の住生活の基盤となる良質な住宅の供給等 

住生活の安定の確保，向上の促進に関する施策の推進は，近年の急速な少子高齢化の進展，

生活様式の多様化，社会経済情勢の変化に的確に対応しつつ，住宅の需要・供給に関する長期

見通しに即し，かつ，居住者の負担能力を考慮して，現在・将来における国民の良質な住宅の

供給，建設，改良，管理が図られることを旨として行わなければならない。 

・良好な居住環境の形成 

 環境との調和に配慮しつつ，住民が誇りと愛着をもつことのできる良好な居住環境の形成

が図られることを旨として行わなければならない。 

・居住のために住宅を購入する者等の利益の擁護及び増進 

 民間事業者の能力の活用及び既存の住宅の有効利用を図りつつ，居住のために住宅購入者

及び住宅供給に係るサービス提供者の利益の擁護及び増進が図られることを旨として行わな

ければならない。 

・居住の安定の確保 

 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保が図られることを旨として行わなけ

ればならない。 

 

【責務】（法第７条，第８条） 

・国及び地方公共団体は，基本理念にのっとり，住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施

策を策定し，実施する。 

・住宅関連事業者は，基本理念にのっとり，住宅の供給等の事業活動を行うに当たって，自らが

住宅の安全性その他の品質又は性能の確保について最も重要な責任を有していることを自覚

し，必要な措置を適切に講ずる。 
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（２）住生活基本計画（全国計画）の見直し 

現在見直しが行われている新しい住生活基本計画（全国計画）は，令和３年３月に閣議決定され

る予定となっています。 

【住生活基本計画（全国計画）の見直しスケジュール】 

  

令和 

２年度 

8月 31日 第 53回住宅宅地分科会（中間とりまとめ案） 

 中間とりまとめ 

11月頃 第 54回住宅宅地分科会（新しい住生活基本計画（全国計画）（案）） 

 パブリックコメント 

2月 第 54回住宅宅地分科会（新しい住生活基本計画（全国計画）（案）） 

3月 閣議決定 

 

住生活基本計画（全国計画）は，「居住者」，「ストック」，「まちづくり」，「産業・新技術」の４

つの視点から，見直しの検討が行われています。 

 

【住生活基本計画（全国計画）見直しの主な論点】社会資本整備審議会住宅宅地分科会資料 
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住生活基本計画（全国計画）は，令和２年８月に社会資本整備審議会住宅宅地分科会において中

間とりまとめ案が取りまとめられ，住宅政策の課題を「居住者」，「ストック」，「まちづくり」，「産

業・新技術」の４つの視点及び１２の項目に整理され，それぞれの項目ごとに，「検討の方向性」

「具体的施策のイメージ」「指標のイメージ」が示されています。 

 

【全国計画中間とりまとめ案における検討の方向性】 

（１）居住者の視点 

①子どもを産み育てやすい住まいの実現 

②高齢者が住み慣れた地域で自立して暮らし続けられる住生活の実現 

③住宅確保要配慮者が安心して暮らせる居住環境の整備 

④多様な住民や世代が支え合い，いきいきと安心して暮らせる地域共生社会づくり 

（２）ストックの視点 

⑤将来世代に継承できる良質な住宅ストックの形成・更新 

⑥良質なストックが市場で評価され，循環するシステムの構築 

⑦魅力の向上や長寿命化に資する既存ストックのリフォーム・リノベーションや建替え等の

推進 

⑧空き家の状況に応じた適切な管理・再生・活用・除却の一体的推進 

（３）まちづくりの視点 

⑨将来にわたって災害に強い居住空間の実現 

⑩持続可能で賑わい・うるおいのある住宅地の形成 

（４）産業・新技術の視点 

⑪居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展 

⑫柔軟な働き方や新技術の活用による新しい住まい方の実現 
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（３）宮城県住生活基本計画（現計画）の概要 

宮城県住生活基本計画の概要 

１ 計画の目的・改定の背景・計画期間 

（１）目的 

宮城県住生活基本計画は，住生活基本法（平成 18年法律第 61号）に掲げられた基本理念及び基

本方針を踏まえ，住生活基本法第 17 条に基づく都道府県計画として，県民の豊かな住生活の安定

確保及び向上を図るため，住宅施策の基本方針と住生活の安定向上に関する施策を定め，これらを

総合的かつ計画的に進めるものです。 

（２）改定の背景 

宮城県住生活基本計画は住生活基本計画（全国計画）の見直しを受けて，おおむね 5年ごとに見

直すこととしています。平成 28年 3月に全国計画が見直されたことから，少子高齢化，人口減少，

空き家等の増加の懸念などの社会情勢の変化を踏まえ，今回，本計画の見直しを行うものです。 

（３）計画期間 

計画期間は，平成 28 年度から平成 37年度までとし，おおむね 5年後に見直しを行います。 

２ 住生活の現状と課題 

（１）東日本大震災からの住まいの復興の推進 

東日本大震災から 5年 9か月が経過しましたが，応急仮設住宅には未だに約 2万 4千人（平成

28年 12月末現在）の被災者が入居しています。一日も早い住まいの復旧・復興に向け，災害公

営住宅の整備や自力再建に向けた宅地供給による恒久的な住宅の確保とともに，地域コミュニテ

ィの再生が求められています。 

（２）住宅の確保に特に配慮を要する方の居住の安定の確保 

高齢者世帯等の増加により，住宅確保要配慮者の数は増加していくことが予測されるため，こ

うした方々が安心して暮らすことができるよう，公的賃貸住宅や良質な民間賃貸住宅の供給を進

めていくことが求められています。 

（３）増加する住宅ストックへの対応と住宅産業の活性化 

本県の住宅ストック数は増加傾向にあります。一方，今後の世帯数の減少が予想される中，空

き家の増加が懸念されます。このため，利用可能な空き家を含めた住宅ストックが有効活用され

るよう，良質な住宅の循環利用が可能となる環境整備が必要です。 

（４）地域に定住し生活するための住環境の整備 

人口減少及び少子高齢化の進行に伴い，地域コミュニティの維持が大きな課題となっています。

地域に定住を促し，持続可能なものとするため，地域の特性や魅力を生かし，県民が自分たちの

希望する地域で暮らし続けられるよう，快適で住みやすい住環境の整備が求められています。 

３ 目標 

東日本大震災からの住まいの復興を達成するとともに，県民一人ひとりが自分らしく安心して暮

らすことができる快適な住まいを確保し，宮城県に｢生まれてよかった」「暮らしてよかった」「ずっ

と住みたい」と感じられる豊かな住生活の実現を目指します。 
 

  ■公営住宅の供給目標量※ 

住宅に困窮する低額所得者等世帯の居住を安定的に確保するため，計画期間における公営住宅

の供給目標量を次のとおり設定します。 

平成 28 年度から平成 32 年度 16,000 戸 平成 28 年度から平成 37 年度 28,000 戸 

※当該期間における公営住宅の新規建設，空家募集等を合わせた戸数。  
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４ 基本方針・施策・成果指標 

 

５ 計画の実現に向けて 

住宅施策の推進に当たっては，県，市町村，公的団体，民間事業者等，関係団体などが情報共有

を図り，それぞれの役割を果たすとともに，連携・協働して総合的かつ効果的に住宅施策及びその

取組の推進を図ります。 

 

【現況値 → 設定値】

基本方針４　持続可能な住まい・まちづくり

　県民が愛着を持ち，ずっと住みたいと感じられる宮城を実現するため，定住したくなるような魅力ある地域づくりを
進めるとともに，安全・安心で快適な居住環境の形成に努めます。

＜施策＞
１ 地域定住に資する住まい・まちづくり
２ 安心して住み続けられる住まい・
   まちづくり

＜成果指標＞
12 道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカーで通行可能な
　 共同住宅ストックの比率
  　【平成25年度：13.5％ → 平成37年度：28％】
13 高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率
  　【平成25年度：44.8％ → 平成37年度：75％】
４ 高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合　（再掲）
　　【平成27年度：1.7％ → 平成37年度：4％】
５ 高齢者生活支援施設を併設するサービス付き高齢者
   向け住宅の割合　（再掲）
  　【平成28年度：76％ → 平成37年度：90％】
14 子育て世帯における誘導居住面積水準達成率
　　【平成25年度：43.4％ → 平成37年度：50％】

　県民の多様な居住ニーズに応えるため，その基礎となる良質な住まいづくりや住まいの適切な維持管理を進めるとと
もに，地域資源である県産材や地域の住宅産業に係る人材や技術の活用により，宮城らしい住まいと暮らし方が提供さ
れる仕組みづくりに努めます。

＜施策＞
１ 良質で寿命の長い住まいづくり
２ 既存住宅の質の維持向上と活用促進
３ 地域住宅産業の活性化

＜成果指標＞
７ 新築住宅における認定長期優良住宅の割合
　　【平成27年度：10.4％ → 平成37年度：20％】
８ 一定の省エネ対策を講じた住宅ストック比率
    【平成25年度：35.2％ → 平成37年度：50％】
９ 新耐震基準(昭和56年基準)が求める耐震性を有する
　 住宅ストックの比率
　  【平成25年度：84％ → 平成32年度：95％】
10 既存住宅の流通シェア
  　【平成25年度：11.4％ → 平成37年度：15.5％】
11 リフォーム実施戸数の住宅ストック戸数に対する割合
  　【平成25年度：5.1％ → 平成37年度：10％】

基本方針１　住まいの復興の早期達成

　東日本大震災により住宅を失った被災者が，安全で安心な住まいと暮らしを取り戻せるよう，住まいの復興の早期達
成に努めます。

＜施策＞
１ 災害公営住宅等の供給
２ 自力再建の支援
３ 被災地域における居住の再生

＜成果指標＞
１ 応急仮設住宅の入居者数
　　【平成28年度：23,991人 → 早期解消】
２ 災害公営住宅の整備戸数
  　【平成28年度：12,804戸 → 平成30年度：15,993戸】
３ 復興事業による民間住宅等用宅地の供給数
  　【平成28年度：6,072戸 → 平成30年度:9,705戸】

基本方針３　良質な住宅ストックの形成と住宅産業の活性化

基本方針２　住宅セーフティネットの構築

　低額所得者等の住宅確保要配慮者が，安心して暮らせるよう，適切な公的賃貸住宅の供給と民間賃貸住宅の活用によ
る重層的な住宅セーフティネットの構築に努めます。

＜施策＞
１ 公的賃貸住宅等による住宅確保要配慮者
   の住宅の確保
２ 民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮
   者の住宅の確保

＜成果指標＞
２ 災害公営住宅の整備戸数　（再掲）
　　【平成28年度：12,804戸 → 平成30年度：15,993戸】
４ 高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合
　　【平成27年度：1.7％ → 平成37年：4％】
５ 高齢者生活支援施設を併設するサービス付き高齢者
   向け住宅の割合
  　【平成28年度：76％ → 平成37年度：90％】
６ 最低居住面積水準未満率
  　【平成25年度：5.1％ → 平成37年度：3.9％】
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（４）宮城県住生活基本計画（現計画）の進捗状況 

「基本方針１ 住まいの復興の早期達成」関連 

１ 課題(計画策定時) 

東日本大震災から約 5年 9 か月が経過しましたが，応急仮設住宅には未だに約 2万 4千人

（平成 28年 12 月末現在）の被災者が入居しています。一日も早い住まいの復旧・復興に向

け，災害公営住宅の整備や自力再建に向けた宅地供給による恒久的な住宅の確保とともに，

地域コミュニティの再生が求められています。 

２ 基本方針 

東日本大震災により住宅を失った被災者が，安全で安心な住まいと暮らしを取り戻せるよ

う，宮城県復興住宅計画に基づき，住まいの復興の早期達成に努めます。 

３ 現状 

県内での応急仮設住宅の入居者は 12世帯 22人で，うち県内で被災した方は 3世帯 9人で

令和 3年 3月までに退去する見込みです。（R2.9時点） 

災害公営住宅及び自力再建のための宅地供給は計画数のすべてが供給されました。 

16 市町が災害公営住宅の特別家賃低減事業，11 市町が収入超過者に対する独自の家賃減

免等を行っており，引き続き，情報の共有化を図りながら対応していくことや，こころのケ

アや地域コミュニティの再構築などきめ細かなサポートが求められています。 

また，震災の経験や課題を検証し，伝承していくことが求められています。 

４ 計画期間の主な取組み 

「施策１ 災害公営住宅等の供給」関連 

・市町は，県が策定した「宮城県復興住宅計画」及び「宮城県災害公営住宅整備指針（ガイ

ドライン）」を基本に，災害公営住宅の整備を進め，平成 30 年度までに計画戸数 15,823 戸

全戸が完成しました。 

・県は，マンパワー不足等の市町から 2,229 戸の整備を受託し，平成 28 年度までに全戸（県

受託分）が完成しました。 

・県は，災害公営住宅の円滑な整備及び完了実績，払い下げ，家賃対策などの整備後の課題

について，復興住宅市町村連絡調整会議において市町と情報共有・意見交換等を行ったほ

か，土木部市町支援チームとして延べ 175 回市町を訪問して助言等を行いました。（H28

～R1） 

「施策２ 自力再建の支援」関連 

・住宅金融支援機構及びみやぎ復興住宅整備推進会議の共催により，住宅再建に関する相談・

情報提供等をワンストップで行う住宅再建相談会を延べ 201 回開催しました。（H28～R1） 

・県は，被災者の二重ローンの負担軽減を図るため，住宅再建支援事業（二重ローン対策）

を実施し既存住宅ローンにかかる利子相当額補助を 940 件，約 4.5 億円を交付しました。

（H23～R1） 

・県は，宮城復興住宅マッチングサポート事業（住宅再建者に工務店案内，工務店等に職人

融通支援・資材確保支援）により，被災者の円滑な住宅再建を支援し，84 件の工務店紹介

の申込みがあり，39 件が成立しました。（H27～H30） 

・県は，応急仮設住宅の供与が終了する転居困難者等の再建を支援するため，県内 3 箇所に

設置した「被災者転居支援センター」事業として延べ 1,125 回の戸別訪問や民間賃貸住宅

提供促進奨励金の支給延べ 100 件を実施しました。（H28～R1） 

・県は，民間賃貸住宅での再建を予定している応急仮設住宅入居者へ物件情報の提供や相談
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に対応する事業として，「宮城県応急仮設住宅入居者情報提供コールセンター」を設置し，

延べ 682 件の相談に対応しました。（H28～H30） 

「施策３ 被災地域における居住の再生」関連 

・市町は，防災集団移転促進事業（195 地区），土地区画整理事業（35 地区）等による復興

まちづくり事業を推進し，令和元年度までに全ての民間住宅等用宅地の供給が完了しまし

た。 

・国，県，市町は，防潮堤や多重防御施設の整備を行い，防潮堤は計画延長の約 56%が完成

しました。（R2.8 時点） 

・県は，地域コミュニティ再生支援事業により，仮設住宅から災害公営住宅等への移行後に

おいて，自治組織等が自発的に取り組む地域コミュニティ再生活動を支援しました。 

５ 成果指標の現状 

成果指標１ 応急仮設住宅の入居者数 

策定時：23,991 人(H28) 現況値：22 人(R2) 目標値：早期解消 

・「応急仮設住宅の入居者数」は，目標値「早期解消」に対して，12世帯 22人が入居してい

ます。 

・12世帯 22人のうち，3世帯 9人は県内で被災した方で，公営住宅に入居しており，令和 3

年 3 月までに退去する見込みとなっています。残る 9 世帯 13 人は県外で被災した方で，

被災県からの要請に基づき宮城県がみなし仮設住宅（民間賃貸住宅）として供与していま

す。 

（R2.9時点） 

成果指標２ 災害公営住宅の整備戸数 

策定時：12,804 戸(H28) 現況値：15,823 戸(H30) 目標値：15,993 戸(H30) 

・「災害公営住宅の整備戸数」は，目標値「15,993 戸」に対して平成 30 年度までに計画戸数

15,823 戸すべてが完成しました。 

成果指標３ 復興事業による民間住宅等用宅地の供給戸数 

策定時： 6,622 戸(H28) 現況値：8,901 戸(R1) 目標値：9,705 戸(H30) 

・「復興事業による民間住宅等用宅地の供給戸数」は，目標値「9,705 戸」に対して令和元年

度までに計画戸数 8,901 戸すべてが供給されました。 
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「基本方針２：住宅セーフティネットの構築」関連 

１ 課題(計画策定時) 

住宅の確保が困難な低額所得者をはじめとする住宅確保要配慮者に対し，良質な賃貸住宅

の供給により居住の安定を図ることを目的に，住宅セーフティネット法が制定されていま

す。 本県では，高齢者世帯等の増加により，住宅確保要配慮者の数が増加していくことが予

測されるため，こうした方々が安心して暮らすことができるよう，公的賃貸住宅や良質な民

間賃貸住宅の供給を進めていくことが求められています。 

２ 基本方針 

低額所得者等の住宅確保要配慮者が，安心して暮らせるよう，適切な公的賃貸住宅の供給 

と民間賃貸住宅の活用による重層的な住宅セーフティネットの構築に努めます。 

３ 現状 

平成 30年度までに災害公営住宅が全戸完成し，県内の公営住宅の管理戸数は，震災前の約

1.4倍となりました。 

重層的な住宅セーフティネット機能の強化を図るため，住宅セーフティネット法の改正等

による新たな住宅セーフティネット制度が平成 29年 10月から開始され，高齢者，低額所得

者，外国人，（精神）障害者等は増加傾向にあるなかで，住宅確保要配慮者の入居を制限して

いる民間賃貸住宅が多くなっています。 

成果指標４「高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合」の推移は，目標を下回るペース

となっています。 

今後は，より一層，福祉施策や関係団体等と連携し，住宅セーフティネットを充実してい

くことが求められています。 

４ 計画期間の主な取組み 

「施策１ 公的賃貸住宅等による住宅確保要配慮者の住宅の確保」関連 

・県，市町村は，真に住宅に困窮する世帯に公営住宅を適切に供給し，供給目標量 16,000 戸

（H28～R2）に対し，令和元年度までに約 15,000 戸を供給しました。 

・県営住宅では，母子世帯や高齢者世帯等について，入居の確率を高くする配慮（優先入居）

を行い，全入居世帯のうち，住宅確保要配慮者世帯は全体の 80%を超えています。（R2.3

時点） 

・県は，県営住宅等で，安心連絡員などによる単身高齢者等の見守りを行いました。 

・県は生活保護受給者で連帯保証人を確保できない方 132 世帯に対し，連帯保証人の猶予を

行っています。 

・県は，宮城県住宅供給公社及び同公社に管理委託している事業主体（13 市町）とともに，

実施主体により事務の取扱いが異なることによる，地域間での格差が生じないよう，管理

手法の平準化に向けて，情報交換や課題の検討を行っています。 

・県は，市町村が行う公営住宅等長寿命化計画の策定（改定）において，策定（改定）案が

国交省の策定指針（ガイドライン）に沿っているかを確認するとともに，公営住宅のスト

ック推計について適切かなどの確認を行い，25 市町の計画策定（改定）について指導を実

施しました。（H28-R1） 

・県は，「宮城県県営住宅ストック総合活用計画」に基づき，県営住宅の外壁・屋上断熱化改

修や給排水管改修等の改善工事や住宅用火災報知器の更新や外部物置の交換等の修繕工事

を実施したほか，同計画の見直しを行い，令和 2 年 8 月に改定しました。 
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「施策２ 民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者の住宅の確保」関連 

・県は，宮城県居住支援協議会等と連携しながら，新たな住宅セーフティネット制度の周知・

普及に取り組んだほか，個別に協力依頼などを行いセーフティネット住宅として 10,197 戸

が登録されたほか，居住支援法人を 6 者指定しました。（R2.10.19 時点） 

・宮城県居住支援協議会は，3 地域（石巻市，登米市，柴田郡）において地域居住支援会議

を開催し，居住支援法人や関係団体，市町の地域における連携体制の構築を支援しました。 

・宮城県居住支援協議会は，仙台市をモデルとした居住支援に関するワーキングを設置

（H29.4）し，高齢者の円滑な入居のための仕組みについて検討，仕組みの試行を開始し

ました。（R2.7） 

・県は，良質なサービス付き高齢者向け住宅の普及促進に向け，適切な事務手続き及び先進

事例などからなる資料を作成し，事業者向け勉強会等を実施しました。 

５ 成果指標の現状 

成果指標２ 災害公営住宅の整備戸数（再掲） 

策定時：12,804 戸(H28) 現況値：15,823 戸(H30) 目標値：15,993 戸(H30) 

・「災害公営住宅の整備戸数」は，目標値「15,993 戸」に対して平成 30 年度までに計画戸数

15,823 戸すべてが完成しました。 

 

成果指標４ 高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合 

策定時：1.8％(H28) 現況値：2.1％(R2) 目標値：4％(R7) 

・目標を下回るペースであるものの増加傾向で推移しており，高齢者向け住宅は策定時に比

べて約 1,700 戸・17％の増の 12,196 戸となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高齢者向け住宅：有料老人ホーム，軽費老人ホーム，シルバーハウジング(SHP)，サービス付き高齢者向け住宅，地域

優良住宅(高齢者型)等 
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成果指標５ 高齢者生活支援施設を併設するサービス付き高齢者向け住宅の割合 

策定時：76％(H28) 現況値：80％(R2) 目標値：90％(R7) 

・目標をやや下回るペースであるものの概ね順調に推移しており，高齢者生活支援施設を併

設するサービス付き高齢者向け住宅は策定時より約 9%増の 107 棟となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高齢者生活支援施設:「サービス付き高齢者向け住宅の情報提供システム」において以下の施設のいずれかが併設されて

いるサービス付き高齢者向け住宅の登録情報数 

1)総合生活サービス窓口，2)情報提供施設，3)生活相談サービス施設，4)食事サービス施設，5)交流施設，6)健康維持

施設，7)医療法に規定する病院又は診療所（補助対象部分は診療機能部分に限る），8)訪問介護事業所，9)訪問入浴介護

事業所，10)訪問看護ステーション，11)訪問リハビリテーション事業所，12)居宅療養管理指導事業所，13)通所介護事

業所，14)通所リハビリテーション事業所，15)短期入所生活介護事業所，16)短期入所療養介護事業所，17)福祉用具貸

与事業所，18)特定福祉用具販売事業所，19)夜間対応型訪問介護事業所，20)認知症対応型通所介護事業所，21)小規模

多機能型居宅介護事業所，22)居宅介護支援事業所，23)定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所，24)看護小規模多

機能型居宅介護事業所，25)健康保険法第 88 条第 1 項に規定する訪問看護事業の用に供する施設 

成果指標６ 最低居住面積水準未満率 

策定時：5.1％(H25) 現況値：4.2％(H30) 目標値：3.9％(R7) 

・全国値は緩やかな減少傾向となっていますが，直近 5 年間は概ね順調に推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「最低居住面積水準」の算定式：最低居住面積水準未満世帯数/主世帯総数 
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「基本方針３：良質な住宅ストックの形成と住宅産業の活性化」関連 

１ 課題(計画策定時) 

本県の住宅ストック数は増加傾向にあります。一方，今後の世帯数の減少が予想される中，

空き家の増加が懸念されます。 このため，利用可能な空き家を含めた住宅ストックが有効活

用されるよう，良質な住宅の循環利用が可能となる環境整備が必要です。 

２ 基本方針 

県民の多様な居住ニーズに応えるため，その基礎となる良質な住まいづくりや住まいの適 

切な維持管理を進めるとともに，地域資源である県産材や地域の住宅産業に係る人材や技術 

の活用により，宮城らしい住まいと暮らし方が提供される仕組みづくりに努めます。 

３ 現状 

本県の空き家率は，全国で 6 番目に低い状況ですが，9.4%（H25）から 12.0%（H30）に上

昇しており，世帯数が令和 2 年をピークに減少に転じると予想されていることなどから，更

なる空き家の増加が懸念されます。 

本県の戸建て住宅における長期優良住宅の認定率は，全国平均よりも低い水準で推移して

おり，更なる制度の普及が求められています。 

既存住宅流通シェアは，全国平均よりも低い水準で推移しており，既存住宅市場や生活関

連産業の成長が求められています。 

成果指標１０「既存住宅の流通シェア」及び成果指標１１「リフォーム実施戸数の住宅ス

トック戸数に対する割合」の推移は，目標を下回るペースとなっています。 

４ 計画期間の主な取組み 

「施策１ 良質で寿命の長い住まいづくり」関連 

・県は，みやぎ復興住宅整備推進会議において，住宅事業者等と意見交換をしながら，長期

優良住宅制度の普及資料を作成しました。 

・国では，制度の普及に向け，長期優良住宅制度のあり方について検討，見直しが行われて

います。 

・県は，スマートエネルギー住宅普及促進事業による補助を 15,854 件実施し，住宅用太陽光

発電システム，蓄電池，家庭用燃料電池の設置，ネット・ゼロ・エネルギーハウスの新築

等を支援しました。（H28-R1） 

・県は，宮城県低炭素型水ライフスタイル導入支援事業による補助を 728 件実施し，低炭素

型浄化槽等の設置を支援しました。（H28-R1） 

・県は，県産材利用エコ住宅普及促進事業による補助を 2,227 件実施し，省エネルギー住宅

や県産木材を使用する住宅など，環境に配慮した住まいづくりを促進しました。（H28-R1） 

「施策２ 既存住宅の質の維持向上と活用促進」関連 

・県は，みやぎ木造住宅耐震診断助成事業により，旧耐震基準（昭和 56 年 5 月以前の建築

基準）で建築された木造戸建て住宅の耐震診断・改修計画作成のため耐震診断士を派遣す

る市町村に対して，その費用の一部を補助し，1,451 戸で耐震診断が実施されました。（H28-

R1) 

・県は，みやぎ木造住宅耐震改修工事促進助成事業により，旧耐震基準（昭和 56 年 5 月以

前の建築基準）で建築された木造戸建て住宅の耐震改修設計及び耐震改修工事を行う所有

者に対して市町村が補助する場合，その費用の一部を補助し，439 戸で耐震改修工事が実

施されました。（H28-R1) 

・県は，空き家バンク，補助金制度及び県内の空き家活用事例などをテーマに他部局と連携

しながら，空き家等対策勉強会を 5 回開催し，市町村や民間団体等と意見交換・情報共有
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をしました。（H29-R1) 

・国では，既存住宅の流通促進に向け，安心 R 住宅が創設されました。 

「施策３ 地域住宅産業の活性化」関連 

・市町は，災害公営住宅の整備において,地元事業者が協同して協議会を設立し，木造の災害

公営住宅の設計及び工事を行い，完成した住宅を市町が買い取る協議会方式を 2,318 戸（全

体の約 15%）で採用しました。 

・県は，みやぎの木づかい運動や普及啓発パンフレット「県産材利用のススメ」の作成・配

布，県産材利用功労者表彰を行い，県産材の利用を推進しました。 

・県は，県産材利用エコ住宅普及促進事業による補助を 2,227 件実施し，県産木材の使用及

び地域の住宅産業活性化を促進しました。（H28-R1） 

・住宅関連事業者は，地域型住宅グリーン化事業（国土交通省）により，県内延べ 71 グルー

プが採択され，地域の中小工務店等が連携して良質な木造住宅等の整備に取り組みました。

（H28-R1) 

・県は，みやぎ復興住宅整備推進会議において，住宅事業者等と意見交換をしながら，地域

住宅産業の活性化や住宅のバリアフリー化を推進するためのツールの一つとなるよう，み

やぎ版住宅の制度を見直しました。（H30-R1) 

・県は，宮城県木造応急仮設住宅建設協議会と応急仮設住宅建設に関する協定を締結し，災

害時に地域資源を活かした応急仮設住宅を供給する体制を構築しました。（R2.9） 

５ 成果指標の現状 

成果指標７ 新築住宅における認定長期優良住宅の割合 

策定時：10.6％(H27) 現況値：13.4％(R1) 目標値：20％(R7) 

・平成 25 年度以降は目標をやや下回るペースであるものの概ね順調に推移しています。 
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成果指標８ 一定の省エネ対策を講じた住宅ストック比率 

策定時：35.2％(H25) 現況値：39.8％(H30) 目標値：50％(R7) 

・目標をやや下回るペースであるものの概ね順調に推移しており，一定の諸エネ対策を講じ

た住宅は策定時から約 16％増の 379,100 戸となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一定の省エネ対策：全部又は一部の窓に二重サッシ又は複層ガラスを使用すること 

成果指標９ 新耐震基準（昭和 56年基準）が求める耐震性を有する住宅ストックの比率 

策定時：84％(H25) 現況値：（算定中） 目標値：95％(R2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標 10 既存住宅の流通シェア(既存住宅の流通戸数の新築を含めた全流通戸数に対す

る割合) 

策定時：11.4％(H25) 現況値：12.0％(H30) 目標値：25％(R7) 

・目標を下回るペースであるものの増加傾向となっており，平成 30 年の 1 月から 9 月まで

の 9 か月間における既存住宅流通量は 2,005 戸となっています。 
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成果指標 11 リフォーム実施戸数の住宅ストック戸数に対する割合 

策定時：5.1％(H25) 現況値：3.3％(暫定値)(H30) 目標値：10％(R7) 

・現況値の集計値がないため，平成 25 年時の方法（リフォーム実施戸数の持借格差率＝0.04）

を参考に算出すると 3.3%となり，減少傾向となっています。仮に持家及び借家のリフォー

ム実施戸数が同数（リフォーム実施戸数の持借格差率＝1.0）であった場合の試算をしても，

目標を下回るペースとなります。 
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「基本方針４：持続可能な住まい・まちづくり」関連 

１ 課題(計画策定時) 

人口減少，少子高齢化の進行に伴い，地域コミュニティの維持が大きな課題となっていま

す。 地域に定住を促し，持続可能なものとするため，地域の特性や魅力を生かし，県民が自

分たちの希望する地域で暮らし続けられるよう，快適で住みやすい住環境の整備が求められ

ています。 

２ 基本方針 

県民が愛着を持ち，ずっと住みたいと感じられる宮城を実現するため，定住したくなるよ

うな魅力ある地域づくりを進めるとともに，安全・安心で快適な居住環境の形成に努めます。 

３ 現状 

県の人口は，10 年後には，ピーク時の 91%（214.4 万人）になり，唯一増加中であった仙

台都市圏でも R2 をピークに減少，県内の高齢化率は 30％を超えると推計され，特に栗原圏

や気仙沼・本吉圏の高齢化が顕著になっています。 

住宅地の機能やコミュニティの維持が懸念され，空き家の活用等による定住人口や交流人

口の拡大が求められていますが，県内市町村による空き家等対策計画の策定状況は 40％と全

国平均よりも低調になっています。 

県内人口の約 7割が，なんらかの災害リスクエリアに居住し，令和元年東日本台風など，

災害が激甚化・多頻度化しており，持続可能な住まいづくりへの対応が求められています。 

成果指標の推移は，成果指標５を除き，いずれも目標を下回るペースとなっています。 

４ 計画期間の主な取組み 

「施策１ 地域定住に資する住まい・まちづくり」関連 

・市町村は，定住促進住宅を供給し，208戸入居しました。（H28-R1) 

・県は，専用ホームページの設置・運営や首都圏での移住・定住イベントの開催等により，

宮城の魅力の発信に努めたほか，県内市町村や関係団体等と連携し，圏域単位でのイベン

ト開催など圏域連携の促進や，支援ネットワークの形成など移住者の受入体制の整備に向

けて取り組みました。また，「みやぎ移住サポートセンター」では，県内企業の求人開拓や

学生の UIJ ターン就職支援を担当する「みやぎ UIJ ターン就職支援オフィス」と連携し

ながら，移住希望者のニーズに応じたきめ細やかな移住支援を行い，両機関を通じた UIJ 

ターンの就職者数は目標値（H27～R1 までで延べ 250 人）を超え，251 人（H27～H30）

となりました。 

・県は，コミュニティ助成事業による補助を延べ 230 団体に実施し，コミュニティ活動に必

要な備品や集会施設の整備，安全な地域づくりと共生のまちづくり，地域文化への支援や

地域の国際化の推進及び活力ある地域づくり等を支援しました。 

・県は，空き家バンク，補助金制度及び県内の空き家活用事例などをテーマに他部局と連携

しながら，空き家等対策勉強会を 5 回開催し，市町村や民間団体等と意見交換・情報共有

をしました。（H29-R1) 

「施策２ 安心して住み続けられる住まい・まちづくり」関連 

・国，県，市町は，防潮堤や多重防御施設の整備を行い，防潮堤は計画延長の約 56%が完成

しました。（R2.8 時点） 

・津波避難ビル・タワーが 133棟整備されました。（H30.8 時点） 

・県は，土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域の指定を累計 6,274か所で行いました。

（R2.3時点）（将来ビジョンの指標達成率＝112.8%） 
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・災害公営住宅の整備において，南三陸町では福祉との連携による福祉モールの併設，東松

島市では防災スマートエコタウンが形成されました。 

・14市町村が空家等対策計画を策定，7市町村が空き家管理条例を策定しています（R2.3時

点）。 

・県は，安全・安心まちづくり推進事業により，犯罪のない安心して暮らすことができる安

全・安心まちづくりを県民運動として進めていくため，犯罪のないみやぎ安全・安心まち

づくり活動リーダー養成講座の開催や防犯対策のためのリーフレット作成及び配布など

周知・啓発その他の事業を展開し，県民運動としての気運を高めるとともに，地域で行わ

れる安全・安心まちづくり活動を支援しました。 

・県は，社会情勢等の変化を踏まえ，平成 30 年 4 月に高齢者居住安定確保計画を見直しま

した。 

・県は，地域包括ケア推進体制整備事業により，「宮城県地域包括ケア推進協議会」を運営し，

関係事業や協議会構成団体の取組について情報共有を実施し，地域包括ケアに関わる団体

間での連携を図りました。 

・県は，地域包括ケア推進支援事業により，市町村，関係機関等を対象とした地域包括ケア

体制構築支援，普及啓発のためのフォーラム等を開催しました。 

・1 市が，子育て支援施設の整備や立地誘導を図ることなどを目的とした立地適正化計画を

策定し，3 市 1 町が取組中となっています。 

・不動産取引時にハザードマップにおける対象物件の所在地を説明することが義務づけられ

ました。（R2.8.28 施行） 

５ 成果指標の現状 

成果指標 12 道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカーで通行可能な共同住宅ストックの

比率 

策定時：13.5％(H25) 現況値：15.3％(H30) 目標値：28％(R7) 

・目標を下回るペースであるものの増加傾向にあり，道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビ

ーカーで通行可能な共同住宅は策定時より約 19％増の 61,700 戸となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※道路から玄関まで車いすで通行可能：敷地に接している道路から玄関口までに，高低差や障害物などがなく，車いすで

介助を必要とせず通れる場合。なお，高低差等がある場合でも，緩やかな傾斜路（スロープ）などが設置され，車いす

で通れる場合はここに含める。 
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成果指標 13 高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率 

策定時：44.8％(H25) 現況値：46.5％(H30) 目標値：75％(R7) 

・目標を下回るペースであるものの増加傾向にあり，一定のバリアフリー化がされている高

齢者の居住する住宅は策定時より約 16％増の 184,700 戸となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一定のバリアフリー化：高齢者等のための設備等のうち，以下のいずれかに該当すること。 

・２箇所以上の手すりの設置 

・段差のない屋内 

成果指標４ 高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合(再掲) 

策定時：1.8％(H28) 現況値：2.1％(R2) 目標値：4％(R7) 

・目標を下回るペースであるものの増加傾向にあり，高齢者向け住宅は策定時に比べて約

1,700 箇所・17％の増の 12,196 箇所となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高齢者向け住宅：有料老人ホーム，軽費老人ホーム，シルバーハウジング(SHP)，サービス付き高齢者向け住宅，地域

優良住宅(高齢者型)等 
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成果指標５ 高齢者生活支援施設を併設するサービス付き高齢者向け住宅の割合(再掲) 

策定時：76％(H28) 現況値：80％(R2) 目標値：90％(R7) 

・目標をやや下回るペースであるものの概ね順調に推移しており，高齢者生活支援施設を併

設するサービス付き高齢者向け住宅は策定時より約 9%増の 107 棟となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高齢者生活支援施設:「サービス付き高齢者向け住宅の情報提供システム」において以下の施設のいずれかが併設されて

いるサービス付き高齢者向け住宅の登録情報数 

1)総合生活サービス窓口，2)情報提供施設，3)生活相談サービス施設，4)食事サービス施設，5)交流施設，6)健康維持施設，

7)医療法に規定する病院又は診療所（補助対象部分は診療機能部分に限る），8)訪問介護事業所，9)訪問入浴介護事業所，

10)訪問看護ステーション，11)訪問リハビリテーション事業所，12)居宅療養管理指導事業所，13)通所介護事業所，14)

通所リハビリテーション事業所，15)短期入所生活介護事業所，16)短期入所療養介護事業所，17)福祉用具貸与事業所，

18)特定福祉用具販売事業所，19)夜間対応型訪問介護事業所，20)認知症対応型通所介護事業所，21)小規模多機能型居

宅介護事業所，22)居宅介護支援事業所，23)定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所，24)看護小規模多機能型居宅介

護事業所，25)健康保険法第 88 条第 1 項に規定する訪問看護事業の用に供する施設 

成果指標 14 子育て世帯における誘導居住面積水準達成率 

策定時： 43.4％(H25) 現況値：43.9％(H30) 目標値：50％(R7) 

・子育て世帯における誘導居住面積水準達成世帯は策定時より約７％減の 82,092 世帯です

が，子育て世帯全体がこれよりも高い割合で減少しているため，子育て世帯における誘導

居住面積水準達成率でみると目標を下回るペースであるものの増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※誘導居住面積水準： 

・都市居住型(対象：共同住宅)：二人以上の世帯は 20㎡×世帯人員＋15㎡ 

               単身世帯は 40㎡，ただし，29歳以下の場合，37㎡ 

・一般形(対象：共同住宅以外)：二人以上の世帯は 25㎡×世帯人員＋25㎡ 

               単身世帯は 55㎡，ただし，29歳以下の場合，50㎡ 
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（注１）世帯人員は，３歳未満の者は 0.25人，３歳以上６歳未満の者は 0.5人，６歳以上 10歳未満の者は 0.75人

として算出する。ただし，これらにより算出された世帯人員が２人に満たない場合は２人とする。また，年

齢が「不詳」の者は１人とする。 

（注２）世帯人員（ 注１の適用がある場合には適用後の世帯人員）が４人を超える場合は，上記の面積から５％を

控除する。 

 

 

 

 

 

 

 


